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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第151期

第１四半期連結
累計期間

第152期
第１四半期連結

累計期間
第151期

会計期間

自平成28年
　４月１日
至平成28年
　６月30日

自平成29年
　４月１日
至平成29年
　６月30日

自平成28年
　４月１日
至平成29年
　３月31日

売上高 （千円） 1,239,104 1,693,767 6,996,892

経常利益 （千円） 21,308 96,526 300,248

親会社株主に帰属する

四半期（当期）純利益
（千円） 52,049 62,749 199,297

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △87,225 122,298 288,013

純資産額 （千円） 8,527,082 8,839,709 8,901,838

総資産額 （千円） 17,023,869 16,945,272 17,053,415

１株当たり四半期（当期）

純利益金額
（円） 14.12 17.02 54.06

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 50.1 52.2 52.2

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４．平成28年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合をもって株式併合を実施しております。前連結会計年

度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益金額を算定しております。

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

(1）業績の状況

　当第１四半期連結累計期間のわが国経済は、雇用・所得環境の改善が続く中で、各種政策の効果もあって、緩や

かな回復基調が続いております。当第１四半期連結累計期間の業績につきましては、売上高は16億93百万円（前年

同四半期比36.7％増）、営業利益は74百万円（前年同四半期比4.0％増）、経常利益は96百万円（前年同四半期比

353.0％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は62百万円（前年同四半期比20.6％増）となりました。

 

セグメント別の業績は次のとおりであります。

（鉄構事業）

　売上高は、完成工事高が増加したことなどにより、13億58百万円（前年同四半期比50.7％増）となりました。営

業損益は、工事利益率が低下したことなどにより、１億29百万円（前年同四半期比13百万円損失増）の損失となり

ました。

 

（不動産事業）

売上高は、賃貸収入が堅調に推移したことなどにより、３億35百万円（前年同四半期比0.7％減）となり、営業

利益は営業費用の減少により、２億３百万円（前年同四半期比8.7％増）となりました。

（2）経営方針・経営戦略等

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4）研究開発活動

該当事項はありません。

（5）経営成績に重要な影響を与える要因

当社グループにおける主たる事業の鉄構事業は、受注産業ゆえに主要な顧客先の石油、電力、ガス及び重化学工

業界の設備投資動向により受注額が大きく変動し、それに伴い収益が大きく増減することがあります。このような

業容に鑑み、当社グループではまず受注の確保に最大限の努力を傾注いたしております。

（6）資本の財源及び資金の流動性についての分析

当社グループ資金状況は、当社が金融機関との間で総額40億円の貸出コミットメントライン契約を締結してお

り、流動性を確保しております。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 12,000,000

計 12,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成29年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年８月８日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 3,784,000 3,784,000
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

100株

計 3,784,000 3,784,000 ─ ─

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高

（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成29年４月１日～

平成29年６月30日
― 3,784,000 ― 1,892,000 ― 1,390,995

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないた

め、記載することができないことから、直前の基準日（平成29年３月31日）に基づく株主名簿による記載を

しております。

①【発行済株式】

平成29年６月30日現在
 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式　　　 97,700
― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式　　3,676,500 36,765 ―

単元未満株式 普通株式　　　　9,800 ― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 3,784,000 ― ―

総株主の議決権 ― 36,765 ―

　(注)「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が100株含まれております。

　　また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれております。

②【自己株式等】

平成29年６月30日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合(％)

(自己保有株式)

株式会社石井鐵工所

東京都中央区月島三丁目

26番11号
97,700 ― 97,700 2.58

計 ― 97,700 ― 97,700 2.58

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成29年４月１日から平

成29年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年６月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成29年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,378,029 1,629,101

受取手形及び売掛金（純額） ※１ 3,134,417 ※１ 2,572,147

商品及び製品 419 378

仕掛品 1,184,815 831,590

原材料及び貯蔵品 1,735 1,735

その他 114,539 98,031

流動資産合計 5,813,956 5,132,985

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 6,698,055 6,638,173

土地 2,017,038 2,017,038

その他（純額） 155,760 743,178

有形固定資産合計 8,870,854 9,398,390

無形固定資産 23,689 21,044

投資その他の資産 ※１ 2,344,916 ※１ 2,392,852

固定資産合計 11,239,459 11,812,287

資産合計 17,053,415 16,945,272

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,244,687 1,012,428

短期借入金 1,300,000 1,500,000

未払法人税等 81,187 43,798

前受金 433,181 485,254

引当金 166,944 206,169

その他 207,878 185,486

流動負債合計 3,433,879 3,433,136

固定負債   

繰延税金負債 843,698 877,715

役員退職慰労引当金 250,510 227,550

退職給付に係る負債 434,296 386,221

長期預り保証金 3,189,193 3,154,368

その他 － 26,570

固定負債合計 4,717,698 4,672,426

負債合計 8,151,577 8,105,562

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,892,000 1,892,000

資本剰余金 1,390,995 1,390,995

利益剰余金 5,434,032 5,312,468

自己株式 △162,694 △162,808

株主資本合計 8,554,333 8,432,656

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 425,972 485,926

為替換算調整勘定 △78,468 △78,873

その他の包括利益累計額合計 347,504 407,053

純資産合計 8,901,838 8,839,709

負債純資産合計 17,053,415 16,945,272
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

売上高 1,239,104 1,693,767

売上原価 896,035 1,327,690

売上総利益 343,068 366,077

販売費及び一般管理費 271,139 291,287

営業利益 71,929 74,789

営業外収益   

受取利息及び配当金 21,917 21,944

為替差益 － 5,573

その他 3,963 6,255

営業外収益合計 25,880 33,773

営業外費用   

支払利息 7,921 6,506

為替差損 67,267 －

保険解約損 － 4,483

その他 1,312 1,046

営業外費用合計 76,501 12,036

経常利益 21,308 96,526

特別利益   

投資有価証券売却益 － 7,159

特別利益合計 － 7,159

特別損失   

固定資産除却損 2,791 －

特別損失合計 2,791 －

税金等調整前四半期純利益 18,517 103,685

法人税、住民税及び事業税 686 38,937

法人税等調整額 △34,218 1,998

法人税等合計 △33,531 40,935

四半期純利益 52,049 62,749

親会社株主に帰属する四半期純利益 52,049 62,749
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

四半期純利益 52,049 62,749

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △81,713 59,954

為替換算調整勘定 △57,561 △405

その他の包括利益合計 △139,275 59,548

四半期包括利益 △87,225 122,298

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △87,225 122,298

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

※１ 資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成29年６月30日）

流動資産 855千円 726千円

投資その他の資産 6,760 6,760

 

２ 保証債務

前連結会計年度
（平成29年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（平成29年６月30日）

Brunei Shell Petroleum Company

SDN BHD

（契約履行保証）

220,298千円

（2,744千

ブルネイドル）

Brunei Shell Petroleum

Company SDN BHD

（契約履行保証）

222,877千円

（2,744千

ブルネイドル）

PETRONAS Refinery and

Petrochemical Corporation Sdn.Bhd

（入札保証）

16,828千円

（150千

アメリカドル）

  

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く、無形固定資産に係る償却費を含む。）は次のとおりであり

ます。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日）

減価償却費 71,836千円 69,185千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自平成28年４月１日　至平成28年６月30日）

配当に関する事項

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月28日

定時株主総会
普通株式 184,328 5.0 平成28年３月31日 平成28年６月29日 利益剰余金

（注）平成28年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合をもって株式併合を実施しております。平成28年３月期の１

株当たり配当額につきましては、当該株式併合前の実際の配当額を記載しております。

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自平成29年４月１日　至平成29年６月30日）

配当に関する事項

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月28日

定時株主総会
普通株式 184,313 50.00 平成29年３月31日 平成29年６月29日 利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自平成28年４月１日　至平成28年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 鉄構事業 不動産事業 合計

四半期連結損益

計算書計上額

（注）

売上高     

外部顧客への売上高 901,333 337,770 1,239,104 1,239,104

セグメント間の

内部売上高又は振替高
－ － － －

計 901,333 337,770 1,239,104 1,239,104

セグメント利益又は損失（△） △115,632 187,561 71,929 71,929

（注）セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自平成29年４月１日　至平成29年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 鉄構事業 不動産事業 合計

四半期連結損益

計算書計上額

（注）

売上高     

外部顧客への売上高 1,358,431 335,336 1,693,767 1,693,767

セグメント間の

内部売上高又は振替高
－ － － －

計 1,358,431 335,336 1,693,767 1,693,767

セグメント利益又は損失（△） △129,177 203,967 74,789 74,789

（注）セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 14円12銭 17円02銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する

四半期純利益金額（千円）
52,049 62,749

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益金額（千円）
52,049 62,749

普通株式の期中平均株式数（千株） 3,686 3,686

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．平成28年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合をもって株式併合を実施しております。前連結会計年度

の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利益金額を算定しております。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年８月８日

株式会社石井鐵工所

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 山元　清二　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 鳥羽　正浩　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社石井鐵
工所の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成29年４月１日から平
成29年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年６月30日まで）に係る四半期連結財
務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期
レビューを行った。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財
務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を
作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する
結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し
て四半期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質
問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社石井鐵工所及び連結子会社の平成29年６月30日現在の財政状
態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重
要な点において認められなかった。
 
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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